経営事項審査
日本の建設業において、公共工事の入札に参加する建設業者の企業規模・経営状況などの客観事項を数値化した、建設業法に規定する審査。略して経審とも呼ばれる。

建設業法（昭和24年5月24日法律第100号）第4章の2に定める「建設業者の経営に関する事項の審査等」のこと。同法第27条の23では第1項で「公共性のある施設又は工作物に関する建設工事で政令で定めるものを発注者から直接請け負おうとする建設業者は、国土交通省令で定めるところにより、その経営に関する客観的事項について審査を受けなければならない。」と規定され、第2項では経営事項審査は、「経営状況」及び「経営規模等」（経営規模、技術的能力、その他の客観的事項）について数値による評価をすることにより行う」と規定。また、第3項では「経常事項審査の項目及び基準は、中央建設業審議会の意見を聴いて国土交通大臣が定める。」と規定しており、制度改正には必ず中央建設業審議会（中建審）が開催される。
☆経営事項審査の総合評定値（Ｐ)の計算方法
	Ｐ ＝ ０．２５ Ｘ1 ＋ ０．１５ Ｘ2 ＋ ０．２ Ｙ ＋ ０．２５ Ｚ ＋ ０．１５ Ｗ

X1
：
工種別年間平均完成工事高評点 
X2
：
自己資本額及び平均利益額評点
Y
：
経営状況評点
Z
：
技術職員数と工種別年間平均元請完成工事高評点
W
：
その他の審査項目（社会性等）評点
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